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資料        高次脳機能障害者の現状と課題 

 

特定非営利活動法人日本脳外傷友の会 理事長 

日本障害者協議会 副代表 

東川 悦子 

 

★日本脳外傷友の会は、２０００年に結成された団体で、結成当時は主に交通事

故や労災事故で、脳に重大な損傷を受け、外見からは障害が見えにくいが、記憶

力や注意力が悪くなって日常生活に困難をきたしている「高次脳機能障害」の当

事者と家族の会です。 

 現在では、脳血管障害、脳腫瘍、低酸素脳症等による後遺症を持つ方も入会し

ている全国４１団体の連合体として活動しています。 

 ２００１年から日本障害者協議会（ＪＤ）に加盟し、先輩諸団体の活動に学びなが

ら、わが国の障害者福祉施策の改善に取り組んでいます。 

 ご承知のように日本障害者協議会は１９８０年、国際障害者年推進協議会発起

人会を契機に発展的に結成された団体で、今年ちょうど設立３０周年を迎え、６４

団体が加盟している協議会です。私 東川は、日本障害者協議会の副代表も務め

ていますので、本福祉部会名簿には２つの所属団体名を掲載していただいていま

す。 

 

★高次脳機能障害支援普及事業と障害者自立支援法 

 平成１８年、多くの障害者団体の反対にもかかわらず、障害者自立支援法が成

立しました。その法文には高次脳機能障害が支援の対象として明記されませんで

したが、１０月施行令で、器質性精神障害としての高次脳機能障害支援普及事業

資料６２ 



２ 

 

が明記されました。 

 現在、国立障害者リハビリテーションセンターでは、高次脳機能障害支援普及事

業として、「全国連絡協議会」及び「支援コーディネーター全国会議」の開催（年２

回）、並びに厚生労働科学研究費による事業としての「高次脳機能障害者の地域

生活支援の推進に関する研究」における地方ブロック毎の協議会の開催、高次脳

機能障害支援拠点機関支援コーディネーターの人材育成事業がそれぞれ年２回

行われています。 

 高次脳機能障害支援拠点機関は、平成２２年度にはようやく全都道府県に設置

される見込みとなりました。 

 しかし、その予算は地域格差が激しく、全くのゼロ予算の県もあり、広報活動さ

えままならないところもあります。支援コーディネーターも非常勤職員が電話によ

る相談に応じているだけというところもあります。 

 自治体が使える予算は総額４４０億円の障害者地域生活支援事業の国の予算

からのいわばパイの分捕り合戦ですから、知名度の低い高次脳機能障害者への

支援事業は、身体障害、知的障害、精神障害などの支援サービスに回ってしまい、

サービス事業者も尐ないために地域で暮らす高次脳機能障害者が使えるサービ

スはほとんどないという現実です。 

 障害者自立支援法による障害程度区分についても、ＡＤＬが自立し、判定項目に

該当しない高次脳機能障害者は、生活に困難があるにもかかわらず除外されて

しまうため、ますますその存在が知られないことになってしまいます。 

 ２００９年に当会が実施した高次脳機能障害者生活実態調査では在宅サービス

を何も利用していないという回答が６１％に上っています。 

 一般就労は、復職者を含めて１６．８％、福祉的就労が１９．４％、何もしていな

いと答えている人が１９．３％です。 
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 つまり在宅で引きこもっている人が、約５人に一人いるということになります。 

 

★子どもの脳損傷問題 

 活動を重ねていく間に私たちは様々な問題に直面しました。中でも、子ども時代

に交通事故などを受けたにも関わらず、その後身体的には損傷なく回復したため

に、健常者として成人し、復学・進学、就労した人、発達障害児として処遇された人、

統合失調症として病院に入院している人たちの中に､「脳損傷による高次脳機能

障害者」が存在していたのです。 

また、現在においても事故や病気で脳に後遺症を持つ子どもたちが学校に戻っ

た時に、周囲の理解のない扱いのために苦境に陥っている事実を知らされまし

た。 

 いじめに遭って登校拒否になったり、学力低下で親も本人も悩んでいたり、進学

に困難を抱えているにもかかわらず、教育現場では高次脳機能障害という言葉す

ら全く知られていません。各地の会がセミナーなどを実施しても教員などの参加

者はほとんどありません。その突破口を何とか開きたいと思い、２００８年「子供の

脳損傷を考えるシンポジウム」を横浜で開催しました。 

 モデル事業でこの問題に着目した支援を実施していた千葉県リハビリテーション

センターや、「ハイリハキッズ」の活動を実践指導しておられる支援者たち、「後天

性脳損傷を考えるアトムの会」などの協力を得て実施しましたが、北海道や広島

などからの参加者もあり、大きな反響を呼びました。しかし、問題提起とはなった

ものの、この時に文部科学省を訪れて協力を要請したにもかかわらず、文部科学

省には専門官もいなし、発達障害にしか注目していませんから全く無関心状態で

した。 

 ２０１０年２月２６日に行われた全国拠点機関連絡協議会でも多くの地方代表か
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ら子どもの問題に着手すべきとの発言がされました。 

 ４月５日当会の全国代表者が「文部科学省」を訪問し、中川正春副大臣、特別支

援教育調査官等と、初めての懇談を行いました。 

 設立１０周年を迎える記念の年に「小児高次脳機能障害への取り組み」をテーマ

とし、児童・生徒の復学支援、就学支援がより良い環境の中で行われるよう、医

療・教育の連携、教員研修の実施を要望しました。 

 また、クラブ活動での事故による死亡や、後遺症児・生徒の被害者組織も活動を

開始しています。虐待児童の問題も報道が後を絶ちません。今後は、これらの関

係者とも連携して、障害の早期発見、改善に努めたいと計画していきます。 

 すべての児童生徒が等しく教育を受ける権利を保障され、地域社会において育

まれる環境の整備が急務です。 

 

★介護者亡き後の問題 

 家族の高齢化により、いわゆる親亡き後問題は、すべての障害にとって共通の

課題ですが、特に２４時間の在宅介護にかかわる遷延性意識障害の介護者、ま

た、見守り介護を要する高次脳機能障害者にとっては深刻な問題となっていま

す。 

 国土交通省自動車交通局保障課では被害者家族の強い要望を受けて「親亡き

後問題検討会」を設け、Ｗｅｂサイトを立ち上げています。 

http://www.support-jibai.jp/index.html 

 モデル事業として調査した宮城県と神奈川県の施設状況などの情報が掲載され

ていますが、重度障害者の療護施設は、どこも入所希望の待機者でいっぱいの

現状ですから、介護者亡き後の問題解決には程遠い状況です。 

 「地域移行」は先ず、「地域サービスの充実」なくしては実行できません。 

http://www.support-jibai.jp/index.html
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 ケアホーム、グループホームの増設、訪問看護、在宅診療医療体制の整備に十

分な予算を確保してください。 

 また、同時に事故の被害者が多い当会の会員には、保険会社からの高額賠償

金の支払い条件に成年後見制度の利用の義務が課せられる場合が多いのです

が、選挙権の剥奪が課せられる現在の成年後見制度は障害者の社会参加、参政

権を犯すものであり、保険会社がそのような条件を課すことは障害者の権利条約

に違反し、差別にもつながります。 

成年後見法学会でも今後の制度改善を図っておられますので、障害者の権利

擁護のために使えるツールとなる改善を図っていきたいものと思います。 

 親亡き後では遅すぎるのです。親がいるうちに現状の改善を図る運動がまさに

求められています。 

 

★個別法と総合福祉法に期待するもの 

 障がい者制度改革推進会議が設置され、障害の定義、所得保障など重要な基

本問題が障害当事者の参画によって議論されている現状に大きな期待を抱いて

います。 

 一方で、現状の支援サービスの早期改善が必要だとする声も多く、高次脳機能

障害関連団体の中でも最も多数を占める脳卒中友の会・支援団体である脳卒中

協会の方々は、議員立法としての「脳卒中基本法」の制定を目指して行動を開始

されました。 

 また、重度重複の脳損傷者の方々は現在行われている高次脳機能障害支援普

及事業の対象になっていませんので、「脳損傷支援法」の制定を目指しているとも

聞きます。 

日本脳外傷友の会の中にも「高次脳機能障害支援法」の制定をめざすべきであ
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るという声も、会設立当初から根強くあります。法文としての明記がされていない

ために社会的認知が進まない不利益がある。器質性精神障害とは違う、知的障

害でもない、認知症でもない、高次脳機能障害としての特化した支援サービスが

必要だとする声は実態調査の結果からも約２割の方々から上がっています。 

現在、行われている高次脳機能障害支援普及事業の先が見えないため 今が

大事な瀬戸際ともいえますが、「すべての支援の必要な人々に必要な支援を」と

いう総合福祉法のめざす方向が実現できるように、社会保障政策の根本問題の

改善を強く要望いたします。 

 


